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第 1章　はじめに

本稿はグローバルな環境危機に経済社会構造の転換によって対処しよう

とするヨーロッパ起源の「エコロジー的近代化論」や中国が提唱する「生態

文明論」などを取り上げ、現状を踏まえてそれらの意義を考察することを目

的としている。

環境危機の現実とグローバルな広がりについては、重要性の認識に軽重は

あるとはいえ、先進工業国、新興国、途上国を含め、ほぼ政策コミュニティ

における世界的な合意事項となっており、国際条約から地方自治体、企業、

諸団体にいたる統治の様々なレベルで、なんらかの政策的対応が図られてい

る。しかし環境危機への対策をどの程度まで重視すべきかについては、必ず

しも共通認識は存在していない。一般にこの危機の深刻さは過小評価される

傾向がある。それはとくに日本の政策コミュニティについて顕著だが、国際

的に見ても、環境危機に対処するためにどれほどの社会の変化が必要となる
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かについては、すでに環境危機の重大さを示唆する多くの事例が指摘されて

いるにもかかわらず、十分な理解が存在しているとはいえない。

危機の深刻さの予兆の一つに、最近話題となっているメキシコ湾流の変化

が挙げられる。ヨーロッパは高緯度に位置しているが、それと比較して気候

は相対的に温暖であり、そのため農業も十分に発展してきた。この地域の中

世以来の経済成長の大きな要因の一つも、数度にわたる農業生産力の向上

だった。18世紀後半から 19世紀にかけてヨーロッパで生じた工業化 /産業

革命 1）は工業社会を形成したが、その重要な前提の一つも、それに先行する

農業でのイノベーションだったとされている。このヨーロッパの気候の穏や

かさの原因は一般に、熱帯地域から還流していくメキシコ湾流がヨーロッパ

に熱エネルギーを供給しているからだとされている。

地球温暖化は地球環境に様々な影響を与えるが、今世紀になってかつての

予測を越えて危機的に進行したことが判明した極地の氷床の減少も、その一

つの現れである。それはたんに海面の上昇をもたらし、世界の沿岸部や島嶼

地域を水没させるだけでなく、海流を変化させることで海洋のエネルギー循

環を大きく変える可能性がある。ヨーロッパ地域で人々が生活できる環境を

支える生命線ともいえるメキシコ湾流については、従来は温暖化の大きな影

響はないとされてきた。しかし昨年 7月の『ガーディアン』誌によれば、最

近の一研究では、すでに観測されている北極やグリーンランドの氷床の溶解

のいっそうの進行によって、今世紀の半ば頃、早ければ数年以内にもメキシ

コ湾流の動きが弱くなる可能性が指摘されている 2）。同研究は、もしこの海

流の還流が従来より小規模になると、ヨーロッパの平均気温が摂氏 5度程度

下がると予想している。一万年前に終了したとされる最後の氷河期の平均気

温は現在より 6度程度低かったと考えられるので 3）、もしこのような海流の

変化が生じた場合、ヨーロッパは氷河期に近い状態に戻ってしまうことにな

るだろう。メキシコ湾流の変化はヨーロッパにとどまらずアフリカやアメリ

カ大陸を含めて、農業生産力の低下をはじめとする甚大な被害を人類にもた
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らすと考えられるが、ヨーロッパに限定して考えてみても、それは寒冷化に

よる居住環境の悪化ばかりか、ヨーロッパ農業の崩壊に帰結するだろう。国

連世界食糧計画は、2023年には 3億 5千万人が食料不安に見舞われている

と警告している 4）。それは食料生産力の限界ばかりでなく、経済的、社会的、

政治的な複合的要因によって引き起こされているとされるが、地球人口の急

増が今世紀末頃まで継続していくことを考慮すれば、ヨーロッパでの農業危

機を他地域からの輸入によって賄うことも困難になるだろう。

ヨーロッパは中世初期の広大な森林地帯の開墾に始まり、農業経済の成長

と商業の発展により、中世盛期には繁栄期を迎えた。それは中国史では宋代

にあたるが、中華帝国が内乱や異民族支配などの混乱を経ながら、それ以後

も超長期的にはほぼ持続的に成長を続けたのに対して、ヨーロッパは気候変

動やパンデミックなども影響して深刻な人口崩壊を経験し、「中世の秋」を

迎えることになった。中国史の展開と比較した場合、おそらくそれは環境変

動以外に、社会システムの幼弱さや欠陥が原因となっていたと思われる。こ

の大きなシステム転換以後、ヨーロッパは世界市場の掌握や農業経済の発展

によって、工業化 /産業革命以前の 18世紀には、すでに古代ローマ帝国を

凌駕したのではないかと当時の知識人たちが考えるほどの繁栄を迎えるこ

ととなった。「氷河期」への逆戻りは、工業社会どころかそれ以前の数百年

間のこの地域の進歩を打ち消すことにもなりかねない。温暖化のメキシコ湾

流への影響説は現在のところ、科学者内の少数意見にとどまる。しかしオゾ

ン・ホールの存在の指摘も当初は少数意見であり、また IPCCの予測を上回っ

て地球温暖化が進行していること、今回のパンデミックに対するWHOの警

告が政策的失敗を引き起こすほどに遅れたことなど、環境問題にかかわる科

学者たち、とくに様々な機関の代表者など政策コミュニティと強く結びつい

ている人々には、彼らの発言の政治的、経済的、社会的な悪影響を怖れて慎

重になり過ぎる傾向があるように見える。そのためこの問題についても楽観

視すべきではないが、必ずしも最悪の事態が訪れるかどうかは今のところ定
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かではない。

とはいえ以下のことは確かであるように思われる。もし温暖化対策等が

まったく実行されず、20世紀後半のような工業経済、とくに化石燃料と資源

集約的な技術パラダイムに基づく高度経済成長路線が今後もそのまま世界

的に維持され続けたとしたなら、地球温暖化はさらに劇的に進行し、メキシ

コ湾流崩壊の予想はおそらく現実化することになっただろう。もしそのよう

な事態が訪れるとすれば、ヨーロッパ文明は自らが近代に作り上げた工業経

済によって自滅することになる。数千年前の誕生以来、農業経済は巨大な帝

国を含む文明を支えてきた。工業を主導部門とする近代経済に比べて農業経

済は気候変動など環境変動に対する脆弱性が大きく、それが飢饉などの社会

危機を生んできた。また自然環境に強く依存する農業経済では人口の爆発的

な増大を吸収することが技術的に容易でなく、このことも急速な社会進化の

妨げとなってきた。さらには塩害など過剰耕作による土壌の不毛化等、急速

な経済成長が農業経済の存立条件を毀損する傾向もあった。これらの多くの

問題を持つ農業経済とそれに立脚する農業文明は決して「持続可能な」シス

テムではなかったが、少なくとも超長期的に見れば、それは緩やかな速度で

人口増加と文明の発達をもたらし、数千年にわたって現生人類の社会の持続

的な成長を達成してきた。これと比較するなら、20世紀後半に典型的に見ら

れたような形の工業経済は、たかだか二百年程度で地球環境における成長の

限界に達しているばかりか、環境危機を引き起こすことで自身の存続条件を

破壊しつつある。その意味で近代の工業経済は持続性の小さい、あるいは非

持続的な経済ということになるだろう。したがって工業経済の上に築かれた

ヨーロッパ的な諸制度もまたそのままでは非持続的であり、大きな転換を逃

れることはできないだろう。この点で人類が（ヨーロッパ）近代に向かって

進歩してきたという歴史観は再考されるべきであり、地球環境危機が提起し

ている転換は部分的な改革にとどまることはできないと考えられる。

1960年代以後、環境保護論者の一部やエコ社会主義者たちは既成の社会
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システムの根本的な転換を求めてきた。それは現在ではポスト工業社会に向

けた「定常社会論」等という形で議論されている。地球環境危機の現状から

見て、問題、課題の先駆的な指摘という点では彼らの主張は正当だったと思

われる。だが実際の転換政策の見取り図を作成するためには、それらの議論

は具体的な手段を提供しない。本稿が取り上げる「エコロジー的近代化論」

や「生態文明論」がそれに対する回答を与えているのではないが、それらは

社会のシステム的転換を通じて環境危機に対応する目的で、国家レベルで実

際に実行されている政策であり、これらを考察することは現実的な解決を模

索するために有用だと思われる。以下本稿では西欧起源のエコロジー的近代

化論の概要を要約し、それと対比する形で中国の生態文明論を描写したうえ

で、グローバルな文明史的転換という視点から、それらがどのような方向に

向かうのかを考察してみる。このような試みは具体的な政策の有効性にはか

かわらないが、それに大きな構図を与え、整理することに役立つだろう。

第 2章　エコロジー的近代化の定義とその射程

80年代以後にヨーロッパで発展した環境保護に適合的な経済構造の転換

政策については、学問的に合意された呼称はまだ存在しない。本稿ではその

うちもっともよく使われてきた「エコロジー的近代化」という名称を採用す

るが、この単語も研究者によってさまざまな意味で使用されている。そのた

めこれについては、使用する研究者ごとにその定義を参照しなければならな

い。そのうち最も大きな相違は、ドイツにおける初期の提唱者たちだった環

境経済学者ヨゼフ・フーバーや環境政治学者マルティン・イェーニッケと、

彼らより下の世代に属する、エコロジー的近代化の体系的な研究を行ってき

たオランダの社会学者P.J.モルとの間に見られる。モルは従来の社会システ

ムにエコロジー領域が加わることをエコロジー的近代化の定義と考え、環境

保護運動が経済、社会、文化、政治の全般にわたって一種の新しい近代化を
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進める要因となると考えている 5）。このように広くとらえたエコロジー的近

代化の概念は、環境保護運動が「新しい社会運動」の重要な要素となり、経

済、社会、政治面での変化を促進していった 1970年代以後の欧米社会の現

象の特徴をよくとらえているといえるだろう。しかしこのような定義を他の

諸地域の研究に適用した場合、欧米の発展に対応する変化は観察されない。

アジア地域でもっとも欧米社会に近い発展を示してきた日本についても、当

初活発な市民社会の抗議運動から始まったとはいえ、環境保護政策の展開が

環境と生活様式に関する市民意識の変化や、活発な市民社会と直接民主主義

の進展などをもたらしたとはいえない。だが経済領域に限っていえば、エコ

ロジー的近代化に対応する政策転換は欧米諸国に限定されない、グローバル

に観察される現象となっている。そのため国際比較を考慮すれば、エコロ

ジー的近代化の定義は、経済と環境保護およびそれに関連する諸領域の問題

に限定してより狭くとられる必要がある。また環境問題は 1970年代までは

主に特定の地域ごとの問題だったが、1990年代以後はその本質が地球環境

危機であることが判明し、それが先進工業国を越えたグローバルな政策展開

をもたらしている。それへの対処は一国ではなく、異なった歴史、政治体制、

社会文化を持つ様々な集団によって構成されている国際社会全体の課題で

ある。モルが取り上げたエコロジー領域の出現による政治・社会・文化領域

の変容 /慣性・経路依存性は現代社会の内部的構成を考察する際の重要な視

点だが、本稿は地球環境危機とそれに対応するグローバルな人間社会とその

外部の自然との再調整過程を扱うので、この用語を分析ツールとして使用す

るためには初期のイェーニッケたちの提案に戻ることが妥当と考える。

このような意味でのエコロジー的近代化の最も簡明な定義は、1983年に

イェーニッケが執筆した、ベルリンにおける緑の党の選挙綱領のうちの雇用

政策に関する章に見られる。ドイツでエコロジー的近代化という用語を誰が

最初に使ったかについては議論がある。ドイツでは通常フーバーが創始者と

されるが、イェーニッケは自分の州議会での発言が最初の用法だと主張して
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いる。いずれにしても以下のイェーニッケの文章は、きわめて簡潔にエコロ

ジー的近代化の内容を要約している。

「大量失業を軽減する出発点として、われわれが提唱するエコロジー的

近代化の 10年計画は重要な意義を持っている。希少な資源の浪費はま

すます環境を害するだけでなく、危機的なほどにまでコストを引き上げ

る。これと反対にエコロジー的近代化は技術と方法の転換に基いてい

て、経済的にもエコロジー的にも節約的なのである。ここにいまだ未開

拓の巨大な雇用の可能性がある。将来の生命と生産の土台を完全に破壊

しないためには、浪費型技術から節約型技術への転換は必然的である。

この未来の技術を今生産しないものは、明日にはそれを輸入しなければ

ならなくなる。」6）

この文章の論点は以下の 7点である。第 1に、環境破壊の主な原因は工業

経済の資源集約的な技術に基づく経済活動であること、第 2に、したがって

資源節約的な技術は汚染を源から除去する点で環境保護の抜本的な対策と

なること、第 3に、1972年のローマ・クラブの『成長の限界』発表以後世

界的に意識されるようになった資源希少経済の下では、資源コストを減少さ

せる資源節約型技術は経済的により効率的であること、第 4に、産業を環境・

資源節約的にする環境保護は新たな雇用を生み出すこと、第 5に、限られた

資源を有効に活用し、人間の生存の土台である環境を維持するためには、環

境・資源集約型経済がグローバルな規模で節約型経済へ転換しなければなら

ないこと、第 6に、これを率先して実行する国や企業は自らの国際競争力を

高めることになり、第 7に、それに無関心な国や企業は近い将来に国際競争

に敗れることになるので、エコロジー的近代化は政治的、倫理的な動機だけ

でなく、むしろ市場の競争メカニズムを通じて世界的に拡散することになる

ということである。
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雇用政策という観点からエコロジー的近代化の概念をまとめた以上の短

い文章に続いて、イェーニッケはベルリン社会科学研究センター紀要で公表

した 1985年の論文で、これにより長期的な視点を付け加えている。従来主

要な工業国での環境政策は被害を修復することに集中して、公害問題に対す

る旧来型の対策をより近代的な形で遂行するだけだった。このような戦略の

不十分性は、「エコロジー的近代化戦略による統合的な技術の適用によって

克服できる」7）が、「長期的に見た場合、そのような方法も経済成長によって

帳消しになるかもしれないので、脱工業化社会への構造転換が不可避とな

る」8） 。しかし「改革戦略は既成産業の権力構造と衝突する。したがって技

術革新は社会的イノベーションを必要とする。」9）。言い換えれば、節約型技

術の導入があっても高い経済成長率がその効果を打ち消してしまうので、高

成長に依存しない社会経済構造への転換が不可避となる。だがそれは既成産

業における利害集団の既得権益を害することになるので、政治的・社会的イ

ノベーションが必要となるのである。

エコロジー的近代化の以上の簡潔な定義は、1980年代以後の世界で見ら

れた様々な現象を予言している。それらはたとえば、90年代末にドイツの赤

緑連立政権（1998-2005年）が推進した再生エネルギー産業の発展による雇

用創出、今世紀初頭の EUの経済社会発展戦略である「リスボン戦略」や

「ヨーロッパ 2020」における環境関連技術の国際競争力の強調 10）や、太陽

光パネル、電気自動車等々をいち早く将来の重要産業に位置づけて発展させ

た中国の競争力の向上 11）、あるいは 70年代の省エネルギー政策による経済

成長と環境破壊のデカップリングを国際的に称賛された日本が、1980年代

後半のバブル経済の高成長期では環境パフォーマンスを悪化させたこと 12）、

エネルギー効率の改善にもかかわらず相対的に高い成長率を維持する中国

の温暖化ガス排出量が増大したこと、福島原発事故以後も企業と労働組合の

双方が電力独占と原子力発電に関する既成の利益に固執しつづけるため、自

然条件に恵まれた日本で再生エネルギーへの転換が一向に進展しないこと
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などである。これらの多くの成功や問題が、すでに 1980年代前半の段階で

の議論に含まれていた。このようにエコロジー的近代化論は提唱された時点

で、環境と経済構造転換に関する現在世界的にみられる諸現象を包括してい

た。実際にも、エコロジー的近代化という呼称が使用されていないとはいえ、

EUのヨーロッパ 2020、オバマ政権のグリーン・ニューディールやそれを継

承した現在の政策、韓国の緑色成長論やそれに先行する金大中政権などの政

策等 13）、同様の考え方は欧米をはじめとして、世界各国の政府の政策に見る

ことができる。その意味で直接的であれ間接的であれ、欧米での環境保護に

かかわる経済構造転換政策は、エコロジー的近代化論に沿って進んできたと

いえる。

かつて緑の党は私的所有から社会的所有への移行、世界市場からの離脱、

直接民主主義の大幅な導入など、エコ社会主義的な「革命的」手段によって

社会のエコロジー的転換を達成することを主張していた 14）。エコロジー的近

代化は基本的に世界市場を含む既存の市場メカニズムと政治システムの延

長上でそれを達成しようとする。事実イェーニッケは前述した緑の党の選挙

綱領での提言について、「緑の党内の毛沢東主義者たち」に対して現実的な

政策を提案したと述懐している。欧米の社会民主主義がそうであるように、

エコロジー的近代化論やそれに類似した政策を提言している人々は、多くの

場合最終的に現存の市場や近代国家のシステムが永続することを望んでい

るのではないが、それらを変革する過程は漸次的であるべきだと考えてい

る。それに沿ってドイツ社会民主党は 1989年に綱領改正を行って「産業社

会のエコロジー的構造転換」を目指し 15）、この世紀末には緑の党との連立政

権で政権に復帰した。このような欧米でのエコロジー的近代化、あるいはそ

れに類似した政策の展開に対して、現代中国の学者たちは「資本主義の延命

策」であると批判し、今世紀の初頭から中国共産党・中国政府は「社会主義

の中国的道」として「生態文明」を提案し、国家政策として実施しつつある。

社会主義理念の実現を掲げる以上、現代中国の転換政策はより長期的な射程
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を持っていると思われる。またグローバル・パワーの転換の時代にあたって、

中国はアジア諸国やインドなどと並び、今後の世界の方向を左右する地位に

ある。実際にも、生態文明論は国際的な政策コミュニティやメディアの環境

ブームに乗ったたんなる対外的な政治宣伝の手段ではなく、国内政策として

様々な形で試行されている。これらの点で中国の生態文明論は、エコロジー

的近代化論と比較して検討するに値するだろう。

第 3章　中国の生態文明戦略

第 1節　生態文明戦略の背景

1978年に改革開放政策が導入されて以降、中国は社会主義計画経済から

自由市場経済、伝統的な農業社会から工業社会への、「二重の移行と変革」を

漸進的に実施している。先進諸国が通常 100年から 200年かかる近代化、工

業化、都市化のプロセスを経てきたのに対し、中国は後発国として、「中国

の特色ある社会主義的現代化」の達成に向けて、急速な工業化、都市化、市

場化を特徴とした発展モデルを築いてきた。その結果、改革開放から約 40

年間、中国では経済発展が最優先され、GDPの高成長を追求することが主要

な価値観として浸透している。この未曾有の経済成長と急速な産業発展は粗

放的な経済成長モデルと節度のない都市開発により、大気汚染、水質汚染、

土壌浸食などの環境問題をもたらした。資源・エネルギー不足と非効率的な

利用、生態系の劣化と相まって、環境収容力はますます限界に近づいている。

粗放的な産業構造と高い汚染レベルは、高度成長に制約をかけるだけでな

く、それによる環境汚染や生態系の破壊が国民の健康、安全、社会の調和に

不可逆的な悪影響を及ぼしている。また地球温暖化に関して中国は最大の二

酸化炭素排出国であり、国際社会から大きな圧力がかけられている。だが

2023年現在、中国の近代化（現代化）はまだ達成されておらず、いまだ新

型工業化の途上にある。このような国内外の背景の中で同国の政策コミュニ
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ティは、持続可能な発展を達成し、経済と環境のWin-Win関係を実現する

ことが緊急かつ重要な課題となっていると認識している。

中国の環境保護政策は 1970年代に始まったが、それには 1972年の「国

連人間環境会議」が大きな影響を与えた。これを受けて 1973年に初の国家

環境保護会議が開催され、1978年に環境保護が憲法に明文化され、翌年に

初の『環境保護法（試行）』が制定された 16）。その後、行政組織に環境部門

が創設されて拡大を続け、また環境法の整備がこの時期に始まった。環境保

護運動から始まった先進国の環境保護の歴史とは対照的に、中国の環境保護

は後発的かつキャッチアップ型であり、政府関係者と専門家が主導してきた

ことが特徴的である。21世紀に入り、持続可能な発展が主要な開発言説とな

るに従い、同国でも「新型産業化」、「科学的な発展観」、「資源節約型・環境

友好型社会」、「循環型経済」、「グリーン・低炭素の発展」などのアイデアや

戦略が次々と提案された。しかし GDP成長が何よりも優先され、経済発展

のためにあらゆる手段を講じる高度成長路線のもとでは、環境ガバナンスの

効果はきわめて限定的であり、環境危機は深化し続けている 17）。

中国は先進国の成功と失敗に学び、その経験を理論と政策に生かしつつ、

独自のガバナンス様式や国情に合わせた環境へのアプローチを開発し続け

てきた。だが中国の環境ガバナンスは当初の期待に応えられていない。その

理由については様々な議論があり、基本的な法制度の機能不全のほか、利益

集団 18）と資本の影響力、経済成長第一主義、そして人間中心主義的な価値

観等が原因とされる 19）。また大半の中央・地方政府幹部が長い間、経済成長

を絶対的な優先事項としてきたことが、政策の立案と執行の間にギャップが

発生する根本的な原因と考えられている。さらに国民の環境意識の低さも、

環境問題の深刻化に拍車をかけている。このような現状と問題点を解明し、

人々の認識を変え、中国の社会主義システムの利点を発揮できる解決を見つ

けることを意図して、2007年の中国共産党の第 17回大会で生態文明という

理念が初めて提唱された。また 2012年の第 18回の党大会では、「社会主義
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生態文明の建設」が体系化された 20）。発案者ら 21）によると、中国における

生態文明戦略の提唱は、持続可能性や生態環境への配慮をより高いレベルの

統治目標と合意に引き上げ、これまでの「成長第一主義」を根本的に修正し、

そこからの脱却を目指して導入されたとされる。

燕（2015）は、改革開放後の中国の急速な工業化と都市化を「自然発生的

な近代化の時期」と呼び、脱線した列車や暴走した野性の馬のようなものだ

と言う。生態学的な境界と限界を設定し、自然界の生態学的な法則に従い、

ある種の「意識的な工業化、近代化、都市化」を追求することによってのみ、

極端な結果を回避し、持続可能な発展を遂げることができる。工業化の過程

で同時に生態文明の建設を推進し、中国の工業化が漸次、エコロジー的な転

換を遂げるようにしなければならないのである 22）。言い換えれば、先進国が

歩んできた道とは異なり、中国は従来の工業化の道を見直し、修正を加え、

エコロジー的な合理性（Ecological Rationality）を近代化のあらゆる側面に

取り入れながら工業化を発展させる必要がある。したがって、中国における

生態文明建設の本質的な課題は、比較的高い経済成長率のもとで、工業化と

同時に行われるエコロジー親和的な産業構造転換の道を探ることであり、同

時に生態環境への配慮、つまり経済的合理性のみならずエコロジー的な合理

性を経済、社会、政治、文化の発展の主要な価値基準に組み込むことである。

以上中国における生態文明戦略の現実的な背景と核心的な課題を概観し

たが、生態文明という言葉には様々な定義と多様な理解がある。現時点では

具体的な戦略・政策としては中国に限定されるが、生態文明論の展開は中国

に限らないとされ、その意味も形成途上で重層的である。本章では暫定的に

「生態文明」を、人間社会と自然環境の調和ある発展を実現するために、2007

年に中国が公式に提唱した一連の価値観、環境政治理念および言説であると

定義する。次節からはその具体的な指針や政策、西欧のエコロジー的近代化

との相違を公式文書に基づき考察し、現時点での生態文明の政策と理論の展

開を分析する。
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第 2節　生態文明戦略の展開

2007年の中国共産党第 17回全国代表大会報告書で、生態文明の建設を全

面的に「小康社会」23）を建設するという目標を達成するための新たな目標の

ひとつとすることが提案され、生態文明戦略は中国の国家戦略に全面的に組

み込まれ始めた。同報告では、「我々は生態文明を構築し、省エネ・省資源、

かつ生態環境を保護するような産業構造、成長方式及び消費スタイルをつく

りだす。循環型経済をより大規模に形成し、再生可能エネルギーの割合を大

幅に上昇させるほか、主要な汚染物質の排出を効果的に抑制し、生態環境の

質を大幅に改善し、 生態文明という理念が社会全体に定着することを目指

す」24）。しかし、2007年直後に世界金融危機が勃発し、主な政策課題は再

び経済危機への対応となった。

2012年の習近平政権では生態文明の構築が再び主要な議題となり、共産

党第 18回全国代表大会で生態文明が現代化の第 5の目標として位置づけら

れ、経済、政治、文化、社会の発展の全過程に統合されることが提案された。

この「五位一体」アプローチは生態文明に新たな政治的重要性を与え、その

後のセッションで、その体系的な建設推進に向けて生態文明の戦略的かつ

トップレベルでの設計が行われた 25）。中国政府はその後、生態文明の構築と

人類運命共同体の構築理念を国際社会に発信し始めた。

2012年以降中国では様々な取り組みが進展しており、幹部の生涯にわた

る環境責任制と環境パフォーマンスに関わる地方行政の考課制度、大気汚染

や河川汚染対策のための法律や行政法規の新規導入、排出権取引や汚染取引

を支える市場システムの導入、生態文明の実証実験や示範区（モデル地区）

建設、エコロジー貧困の軽減、生態系補償政策の実施、再生可能エネルギー

開発支援政策の採用、生態学的に脆弱な地域を保護するための生態系レッド

ラインの設定など、生態文明の構築が様々な形で推進されている。とくに

2015年に国務院から発表された「生態文明建設の加速に関する意見」は生

態文明建設に特化した初の公式文書であり、具体的な指針と目標を提示し
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た。この文書では、「グリーン発展」、「循環型発展」、「低炭素発展」が生態

文明構築の三つの主要なアプローチとされており、経済社会の発展は、資源

の効率的な再利用と生態環境の厳格な保護に基づく、資源節約型で環境に優

しい空間計画、産業構造、生産方式の形成を必要としているとする。また同

文書は資源配分における市場の決定的な役割を強調し、政府の役割をよりよ

く発揮させるための制度改革を推進し、科学技術革新の主導的役割を強化す

ることが生態文明構築の基本的な推進力であると強調している 26）。2016年

には制度的枠組み構築のための具体的な計画である「生態文明体制改革総方

案」が発表され、天然資源・資産の財産権制度、環境補償制度、幹部公務員

の生態保全実績の評価と環境責任の追跡・追及のための制度など、環境分野

を促進する 8つのシステムで構成される制度的枠組みの確立を 2020年まで

に求めている。これらには財産権の明確化、多様な主体による参画、インセ

ンティブと拘束力を備えた制度が前提とされている 27）。

生態文明は 2012年に中国共産党の党綱領に、2018年には中華人民共和国

の憲法に明記され 28）、その長期的・戦略的位置づけが確立された。生態文明

の建設は政権党の政治的公約、長期的なコミットメントであり、環境問題に

対する現政権の姿勢を表していると言える。中国のトップリーダーが社会経

済の発展と環境問題の関係をどのように考えているかは、生態文明の構築に

ついての習近平国家主席の次の言葉からもうかがい知ることができる。

「最も厳格な制度と最も厳格な法の支配を実施することこそが、生態文

明の建設に確実な保証を与える。経済社会発展の評価システムを改善

し、資源消費、環境破壊、エコロジー的な便益などの生態文明建設の状

況を反映する指標を経済社会発展評価システムに組み入れ、生態文明建

設を推進するための重要な指針と制約にすることが最も重要である。説

明責任制度を確立するためには、生態環境に関係なく盲目的な判断を下

し、重大な結果を引き起こした者が責任を負わなければならず、彼らは
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生涯にわたって責任を負うべきである。生態文明の宣伝と教育を強化

し、保全、環境保護の意識を高め、生態環境を大切にする良い雰囲気を

作ることが必要である。

-2013年 5月 24日、中国共産党第 18期中央委員会政治局第 6回集団

研究会での演説」29）

上述のように中国政府は、生態文明の建設を国家戦略として位置づけてい

る。2020年 9月に開催された第 75回国連総会では、中国は国家決定拠出金

の増加や、強力な政策・措置の採用により、2030年までに炭素排出量のピー

クを迎え、2060年までにカーボンニュートラルを達成すると発表した 30）。

清華大学の気候変動・持続可能な開発研究所の解振華所長は、中国がこの目

標を達成すれば、世界が少なくとも 5年から 10年早くカーボンニュートラ

ルを達成する可能性があると指摘している 31）。中国はこれにより、気候変動

対策への受動的な姿勢を改めただけでなく、より多くの環境責任を果たし、

グローバルな環境ガバナンスにおける重要な参加者であるにとどまらず、そ

のリーダーの一つとなることを目指している。中国の学界では、習近平政権

下での生態文明建設は、エコロジー環境問題において画期的な意義を持つと

広く認識されている。

このような中国における生態文明を目指したパラダイムシフトについて

は、その発案、定義、執行が基本的に政府主導であり、トップダウン・アプ

ローチが支配的であることは明らかである。だが政策がどの程度実行可能

で、国民に受け入れられるかには疑問が残る。地域行政や地方の意思決定で

は経済成長が依然として最優先される現実があり、中央集権的なアプローチ

は非効率的となる可能性 32）が考えられる。また中国の市民社会は比較的弱

体であり、それには制度的問題に加え、社会発展が低い段階にあることにも

関連している。このような課題を克服し、生態文明を深化させるには、政策

の実施だけでなく、地方レベルでの意思決定プロセスの改善や市民社会の強
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化も含めた包括的なアプローチが必要となるだろう。

第 3節　「生態文明」の定義を巡って

中国語の「生態」という言葉は主に生態学の概念から派生した意味で使わ

れる。『現代漢語規範辞典』によれば、生態はあらゆる生物の生存状態、生

物同士及び、それと環境との連動的な相互関係を指す。一方「文明」という

言葉は以下の四つの異なる意味で用いられる。第一に、歴史的な段階を特徴

づける時間的な境界を示し、野蛮から文明の時代への移行を表現する。第二

に、物質的、精神的、制度的な文明といった、人間が自然や社会を変容させ

た成果を指す。第三に、特定の時代に形成された特定の民族の文化を表すの

に用いられる。第四に、進歩や価値判断の象徴として、行為や品行の文明を

表現する 33）。文献での生態文明という用語の使用では、第三を除いたすべて

の意味が混在している。生態文明の概念の理解や適用において、このような

多義性が混乱を招く可能性があることを考慮する必要がある。

中国国内の学者による生態文明の定式化と定義には、二つの理論的な視点

がある。多くの場合公式文書、政府要人の演説、学者の表現では、これらの

視点が混同して使用されている。その一つは「線形的生態文明観」と呼ばれ、

エコロジー危機を解決する は人間と自然の調和にあるという点に着目し、

産業文明から段階的な進化を経て、生態文明の時代へと移行するという考え

方である。もう一つは「構造的生態文明観」で、それは生態文明を文明の構

成要素として捉える 34）。例えば張（2009）は、どの文明時代にも物質文明、

政治文明、精神文明、社会文明があるように、生態文明は漁狩社会 -農業文

明 -産業文明 -知的文明を貫く基本的な文明構造であるとされている 35）。周

（2019）によれば、生態文明は第一に、経済的合理性からエコロジー的な合

理性といった価値基準への転換を指す。第二にそれは文明構造の一部であ

り、実質的なグリーン発展を通じて実現されるポジティブな成果によって支

えられる 36）。このように政府文書や学者の議論での生態文明の定義は多様で
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理解が容易ではないが、生態文明戦略の導入を通じ、中国が GDP至上主義

から脱却し、グリーンで持続可能な代替的発展の道を模索していることは明

らかである。

実際には中国国内における生態文明の定義と解釈は、エコロジー的近代化

の批判的受容から始まった 37）。エコロジー的近代化の理論と政策への姿勢に

応じて、生態文明論の発展には大きく分けて2つの流れがあると考えられる。

第 1に、エコロジー的近代化論を受け継ぎ、その政策を模範とする立場があ

る。これにはエコロジー的近代化の成果を批判的に受容する内容も含まれ

る。研究者では薄 &趙（2018）、陳 &張（2009）、周（2012）、黄（2016）

などがこれに該当する。第 2に、エコロジー近代化を資本主義の延命策とし

て、エコマルクス主義やエコ社会主義を通じて資本主義制度の批判を検討す

る立場である。これにはマルクス・エンゲルスの著作、中国の古典的政治哲

学、中国の社会主義の特色、中国の国内事情などから生態文明を定義する劉

（2015）、馬（2017）、申（2017）などがその例にあげられる。

このように学者の意見は様々だが、実務レベルでの生態文明建設全般の方

向性やアプローチについては、現段階の方針を示す 5ヵ年計画の公式文書や

生態文明建設総方案などから、以下の点が明確になる。第 1に市場化が強調

されており、資源配分と環境ガバナンスにおいて市場メカニズムの活用が支

持されている。第 2に、技術革新と制度革新が重要視され、環境問題への対

策でこれらの促進が強調されている。第 3に、政府が環境ガバナンスにおい

て主導的役割を果たすべきだとされている。第 4に、産業構造のエコロジー

的構造転換が提唱され、環境への配慮を持つ新たな産業の発展が強調されて

いる。第 5に、最終的な目標は、経済、社会、政治、文化の各側面を包括す

るエコロジー的変革の達成とされている。

中国では環境政策とは別に産業構造の調整や、新エネルギーの開発、戦略

的産業の育成などに多くの政策的支援が行われてきた。それは国有企業が中

心となる伝統的な大型産業、重化学工業やエネルギー、航空宇宙産業、建設



22 立命館大学人文科学研究所紀要（139号）

業だけではない。再生可能エネルギーの開発やハイテク産業の重点的な育成

などを通じて、同国は民間企業が主体となる形で電気自動車や情報通信、AI

などの分野で成功を収め、国際市場で大きな競争力を持っている。この取り

組みには環境産業も含まれている。このように中国の生態文明戦略と緑の産

業政策を合わせて把握すれば、それらは西欧のエコロジー的近代化政策と類

似性を示している。生態文明論はその理論面ではエコロジー的近代化批判に

重点が置かれ、生態文明はエコロジー的近代化とは異なり、より広範かつ包

括的な概念であるという見方が中国で主流となっている。しかし政策レベル

の実態から考察すると、政治体制や市民社会の違いを除けば、現在の基本戦

略やアプローチは、エコロジー的近代化理論に概ね一致していると言えるだ

ろう。

Ⅳ．ポスト・エコロジー的近代化の時代

第 1節　エコロジー的近代化と生態文明

政治哲学としての生態文明論はマルクス主義の資本主義批判に加えて脱

人間中心主義、ユーロセントリズム批判、環境親和的な中国思想の伝統など

を合わせて、工業文明から持続可能な文明への転換を提唱している。フー

バーやイェーニッケたちがエコロジー的近代化論を対置した緑の党内の「毛

沢東主義者」は非共産党系エコ社会主義者であり、80年代の同党の選挙綱領

はその代表的な一例だった。この点でエコロジー的近代化論と生態文明の関

係は、かつての社会民主主義と共産党との路線対立（第二インターナショナ

ル対第三インターナショナル）の再現のようでもある。このように生態文明

論は欧米で 1970年代頃から 80年代にかけて見られた、社会主義運動の中

の少数派だったエコ社会主義の理念を、世界第二の経済大国の政権党である

中国共産党が採用としたものと見ることもできる。他方で実際の政策面で

は、膨大な人口を抱えながらエネルギー資源や水資源に乏しい中国の政策担
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当者たちは 80年代から環境問題に関心を持ち、環境法の立法にも積極的

だった。生態文明はそのような政策的実践の集成として、エコロジー的近代

化に向かう国際動向に対応する形で今世紀初頭に現れた。生態文明は理念と

しては環境危機を克服するための構造転換を文明史的な視点で位置づけ、長

期的な射程の点でエコロジー的近代化論を大きく超えている。だが実際の政

策レベルではこの二つの間に大きな違いはなく、生態文明戦略はエコロジー

的近代化の中国版のようにも思われる。それは中国の政策担当者たちの思考

がプラクティカルで、先進諸国で成功した政策を変形しつつ導入することに

関心を集中していることとともに、企業形態では公的所有が中心であり、私

的所有権も先進工業国に比べ保護されていないとはいえ、現代の社会主義中

国が市場経済を資源配分の主要な手段としているからである。

エコロジー的近代化論と中国での生態文明論の展開およびそれと関連し

た政策の比較からは、以下のような暫定的な観察が得られるだろう。第一に、

現実の関連する政策内容には西欧と大差がないとともに、生態文明の学問的

な提唱者たちはエコロジー的近代化論の諸論点を十分に吸収して論じてい

る。これらから現代中国のエコロジー的転換政策は、実際には西欧のエコロ

ジー的近代化に並行する同種の発展と見ることができる。このことは地球環

境危機の深刻さが国際的な政策コミュニティで認識されていることの一つ

の現れであるとともに、現時点ではエコロジー的近代化が工業経済モデルか

ら持続可能な発展モデルへの転換の国際的な出発点となっていることを示

している。とはいえ第二に中国における構造転換には、先進的な政策を学習

し成功例のみを応用して急速に進化することができるという後発国の利点

とともに、固有の困難がある。中国の環境政策は同国の近代国家システム一

般の現状と同様まだ十分に整備されておらず、コマンド・アンド・コント

ロール的手法と政治介入がいまだに有効性を持つ。そのことは東アジア的な

集権国家の伝統、反自由主義的な政治文化とともに、相対的に分権的意思決

定のシステムに基づく欧米と比較して、経済成長に関する発展国家モデルの
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場合のように、中間段階を省略する飛躍的な発展を可能にするかもしれな

い。しかし中国の環境政策研究者が語るように、中国は環境問題についても

「過去、現在、未来の問題」を同時に解決するという、先進工業国にはない

困難に直面している。また極端に集権的な国家意思決定には大きな失敗を生

む可能性があり、現代の環境政策のパラダイムであるマルチ・レベル・ガバ

ナンスを実現することも難しくしている。これらに加えて「豊かな社会」を

実現した後に環境政策に取り組んだ欧米と異なり、政策担当者たちは中国の

経済発展が貧困問題をある程度解決する以前に終了することを予想してお

り、現在の急速に進展した人口停滞はその予兆と考えられる。それは「市場

経済を資源配分の主要な手段」とすることに対する不満を高めるだろう。

第 2節　エコロジー的近代化の限界と複合危機

エコロジー的近代化論は最初の提案からすでに 40年を経ており、グロー

バルな拡散といくつかの成果とともに、その限界も現れてきた。最初の政策

化から 30年ほど経過した現在では、環境保護の進展、環境・資源節約型技

術などでのイノベーションの発展や再生エネルギーの普及といった産業転

換、消費者サイドのエコ・マーケット、企業サイドの CSRや環境会計、投

資家サイドでのグリーン・ファイナンス等の環境保護に向けた市場経済の諸

アクターの姿勢の変化などの成果を生んだ。先進工業国でのこれらの達成は

エコロジー的近代化政策のグローバル化の波を創り出し、それに適応した諸

国の国際競争力を高め、乗り遅れた日本などの競争力低下をもたらしてい

る。さらには環境保護による生活の質の向上、環境保護関連産業での雇用創

出や収益と所得の増大など、エコロジー的近代化は様々なコ・ベネフィット

を生み出してきた。しかしそれを社会の構成員の全体が享受できているわけ

ではない。また産業構造転換によって衰退する産業での失業や高いエネル

ギー価格のように、転換のコストの負担を強制される人々があり、それは通

常低所得者層である。加えて市場中心のアプローチが環境保護意識と齟齬を
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きたすという問題もある 38）。これらの限界について環境政策論では福祉への

注目が始まり、ウェルフェアとエコロジーをどう結び付けるかが環境政治学

の課題となってきつつある。

さらに従来からエコロジー的近代化について、経済発展に関する難点が指

摘されてきた。筆者長尾はかつてイェーニッケ、ミランダ・シュラーズ、ク

ラウス・ヤコプたちと、エコロジー的近代化が志向する産業社会の長期的な

構造転換としての側面を、「第 3の産業革命」あるいは「緑の産業革命」と

総括した 39）。これは経済の長期波動論、イノベーション論、科学技術論の観

点から、危機に対応する経済社会の変化を技術パラダイム（ある時点での社

会の生産システムの技術的基礎となっている個々の技術のパラダイム的集

合）の転換としてとらえ、それに関連する社会的、政治的制度変化が生じる

と考えるものだった。これに対しては、社会学者クラウス・オッフェや経済

史家ユルゲン・コッカの批判的コメントがある。それは環境関連産業にはか

つて第 1次産業革命 /工業化や第 2次産業革命の基礎となった技術パラダイ

ムのような成長力はなく、利潤獲得や賃金上昇を求める企業や労働者、市民

を動員するインセンティブが十分に働かず、そのため市場メカニズムによる

構造転換は困難ではないかという趣旨だった。エコロジー的近代化論の発想

の源は、1970年代に先進工業国を襲った不況に対して新しい成長パラダイ

ムを探求する試みと環境保護論を結びつけるところにあった。その点から見

て「緑の産業革命」は、1960年代に最盛期を迎えた第 2次産業革命 /フォー

ディズムに代替する成長モデルを提供するとは思われない。

このような環境親和的技術の成長ポテンシャルの低さとともに、エコロ

ジー的近代化と経済成長にはそれとはまったく反対の問題が含まれている。

すでにエコロジー的近代化論の最初の段階で指摘されていたように、環境資

源節約型技術が普及しても、（貨幣タームで測った）急速な経済成長が生じ

た場合にはその効果は打ち消され、環境破壊が進むことになる。それは5パー

セントに近い経済成長率を記録した 80年代後半（バブル期）の日本や、エ
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ネルギー効率の上昇にもかかわらず温暖化ガス排出量が増大した近年の中

国の例などから明らかである。

これら 2つを総合すると、たとえば SDGsが掲げるような「持続的発展」

には以下の不可解な問題があることがわかる。第 1に、地球環境危機に対処

するためには、少なくとも現在の工業社会の技術パラダイムが十分に転換さ

れていない限り、高い経済成長率（例えば 3パーセント以上）を達成しては

ならない。第 2に、とくに先進工業国については、現状の技術パラダイムの

下で高い成長率を達成することはできず、それに代替すべき環境親和的な技

術パラダイムにもその可能性は低い。現在経済成長を記録している新興国も

途上国も、工業化を終えた近い将来には同様な状態に陥ることになる。言い

換えれば環境と経済に関して、「成長してはいけない」という命題と「成長

できない」という命題が両立している。

だがこの 2命題の両立に対する違和感は、後者が前者の先取り的解決であ

ると考えれば解消される。農業経済は地球のエコシステム内では耕作可能地

の絶対的な限界があり、それを越えて成長することはできないが、それまで

は過剰耕作を避け耕作地等の劣化を生まないように管理すれば、必要な資源

は再生可能であり、農業技術の発展の範囲内で持続的に成長が可能となる。

工業経済は資源について一般に再生不能で略奪型であり、生産では環境に有

害な廃棄物が派生する。そのためそれが持続可能であるためには、資源供給

が無制約かつ環境負荷量がエコシステムの再生可能な範囲にとどまる必要

がある。前者は前世紀末から問題とされ、後者は同時期から環境負荷が限界

を超え、環境危機となっていることが理解されてきたが、現在の先進工業国

の低成長はそれらが原因ではない。工業生産への投入財には自然資源の他に

労働があり、これも生産規模の拡大につれて増大する必要がある。人口増加

は供給だけでなく需要も創出するので、急激な人口増加は、安価な食料の確

保が可能な範囲で、基本的に収穫逓増的である技術パラダイムに基づく工業

経済の成長の基礎となる。さらに人口増加は社会関係資本の増大や期待成長
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率を大きくすることなど、経済学的に定量化できない成長要因でもあり、実

際長期的に見れば現代経済における人口増加と GDP増加の間にはきわめて

高い相関性がある。

現在の出生率低下については様々な経済学的説明がされているが、人間も

まず動物であり、生命は無制限にどこまでも増殖するものではない。環境の

栄養資源などの限界に直面した場合、再生産率が低下するメカニズムが働い

たり、エコシステム内での捕食者の活動によって急増が抑制されるなど、ポ

ピュレーションが環境と均衡するような仕組みが生命には備わっている。こ

のことに加え、巨大な頭脳を持つ人類は出産が困難で、子供が未熟な状態で

誕生するため育成も難しいなどの動物としての欠陥を持ち、再生産コストが

高い。したがって死亡率が高い社会には文化的制度的に多産型行動を導くメ

カニズムがあり、それが不十分な社会は人口崩壊によって衰退してきただろ

う。反面医療、衛生、栄養などの点で生殖年齢に達するまでの死亡率が激減

すれば、動物としての人類に多産型行動を維持する必要はない。そのため現

在少産型の行動が再生産に関する条件変化に対応して自然選択され、集団的

適応行動となっているのではないかと推測できる。自然選択による行動変化

には時間がかかるので、死亡率急減と旧来の多産型行動が両立する一定の期

間があり、その時期に人口爆発が見られ、農業文明ではかなりの割合を占め

ていた自給型経済の市場化（貨幣共同体の膨張とそれによる貨幣タームの

「富」の増大）とともに、それが工業文明の急成長の条件となったと思われ

る。

少産型行動は環境資源制約に対する適応行動ではないが、事後的にそれに

も適合しているため、今後恒常化するだろう。集団的適応行動にはそれに対

応する社会システムがあり、環境変化に対応して前者が変化すれば後者も変

化しなければならない。社会システムの進化は社会を構成する大多数の個々

人の無意識的・集団的な適応行動の変化が引き起こすものであり、それに対

応したシステム転換が成立しなければ社会は衰退・崩壊する。以上から展望
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できる貨幣タームでの低成長化と人口停滞に対応して、技術パラダイムの転

換に伴う長期的な構造転換の内容が予想できる。例えば低成長化による資本

市場の機能不全と公的な投資への重点移動、労働市場の買い手市場から売り

手市場への転換に伴う企業の衰退（＋労働の自営業化？）、これらに伴う成

長政策から分配政策への政策プライオリティの変化と、それに適合的な税制

や社会保障制度等の変革つまりウェルフェアとエコロジーの結合、財のトー

クンの貨幣（効用が市場で未実証な財や未来の財などに仮想的に価値を与え

現在化するシステム）から、低成長に適合したその代替物（ほぼ現実の財を

反映するシステム）への国際レベルの転換など。環境危機と経済危機が同時

進行する現在の複合危機 40）は、社会と自然の環境変化に適応した集団的行

動変化に既成の社会システムとそれに結びついた支配的な利益集団が対応

できず、システムの機能不全を起こしているためだと思われる。

緑の産業革命論は工業化の延長でとらえやすいため、構造転換後の文明も

工業社会的なシステムの延長上で理解されて成長ポテンシャルに注意が向

けられた。しかし生態文明という用語を使うかどうかは別として、エコロ

ジー的構造転換は工業文明を越えたより長期の射程における文明の転換だ

と思われる。また緑の産業革命は主に技術パラダイムの切り替えによる環境

危機への対処に伴う社会経済構造の転換を論じたため、それを推進するイン

センティブが問題になった。例えば地球環境危機への対応は、現在の生活水

準やその向上を維持するか、将来の世代の危機のためにそれを犠牲にするの

か、といった世代間利益の対立の問題としてとらえられがちである。しかし

複合危機は社会の内外同時の危機である。地球環境危機はすでに現在の生活

を危うくする段階に達しており、社会生活自身も経済的、社会的、政治的困

難に直面しつつある。構造転換は統治階層や有権者が自由に選べる未来の選

択肢の一つではなく、望ましくはないが、大恐慌と世界大戦を経て福祉国家

とフォーディズム体制が成立したように、社会的、政治的、経済的混乱の中

で多くの犠牲を伴いつつ、結果的に社会を維持するために強いられていくこ
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とになるだろう。学問にはそれを食い止める能力はないが、犠牲を減らすこ

とはできる。

ウェルフェアや成長に関するエコロジー的近代化の限界が問題となって

いる以上、現時点では個々の実行可能な政策の案出に加えて、エコロジー、

エコノミー、ウェルフェアを総合的に捉え、視野をより長期的に拡張して

「産業社会の構造転換」の具体像を探求する必要がある。それを実現するた

めの社会的イノベーションの探求も必要となるだろう。その意味で、特定の

価値観や哲学に基づいてエコロジー的ユートピアを論じる時代は終わった

のである。
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